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厚生年金保険、 政府管掌健康保険の 未適用事業所に 対する適用促進事業に 

係る市場化テスト ( モデル事業 ) の実施に関する 方針を、 別添のとおり 策定 

い たしました。 

実施に関する 方針の概要は・ 以下のとおり。 

1  目的 

厚生年金保険、 政府管掌健康保険の 未適用事業所に 対する適用促進事業について、 

職権 による強制適用を 除き、 未 適用事業所を 把握することから 加入させるまでを 包括 

的に市場化テストのモデル 事業として実施し、 適用を図ること。 

2  対象事業の範囲等 

① 対象事業 

未 適用事業所の 把握、 加入促進・事業報告書の 作成までの業務を 包括的に委託 

することとし、 いかに効率的、 効果的に実践するかという 手段・手法については、 

現行法の範囲内において、 受託者の提案に 委ねるものとする。 

② 対象地区 

東京地区 ( 港 社会保険事務所、 渋谷社会保険事務所及び 足立社会保険事務所 ) と 

福岡地区 ( 南 福岡社会保険事務所及び 久留米社会保険事務所 ) の 2 地区とする。 

③ 契約期間 

平成 1 7 年 5 月から平成 1 8 年 3 月までとする。 



厚生年金保険、 政府管掌健康保険の 未 適 m 事業所に対する 適用促進事業 

に係る市場化テスト ( モデル事業 ) の実施に関する 方針 

Ⅰ 目的 

政府管掌健康保険及び 厚生年金保険 ( 以下「厚生年金等」という。 ) は、 原 

則、 法人又は従業員 5 人以上の個人事業所について 加入義務を課している。 し 

かしながら、 現下の厳しい 経済情勢等を 背景として、 当然、 厚生年金等に 加入 

すべき事業所であ るにもかかわらず、 加入に係る届出を 行わない事業所 ( 以下 

「 未 適用事業所」という。 ) も 見受けられ、 制度の適正な 運用及び公平性の 観 

点から、 適用対策の強化が 求められている。 

本 事業 は 、 「規制改革・ 民間開放の推進に 関する第一次答申」 ( 平成 16 年 12 

同 24 日規制改革・ 民間開放推進会議 ) に基づき、 従来社会保険庁が 実施してい 

た厚生年金等の 未適用事業所の 適用促進に係る 業務のうち、 現行法の範囲内で 

民間事業者においても 実施可能な範囲において、 社会保険庁が 行う場合と同等 

の条件の下・ 受託者の創意工夫やノウハウを 活用すべく、 職権 による強制適用 

を除き、 未 適用事業所を 把握することから 加入させるまでを 包括的に市場化 テ 

ストのモデル 事業として実施し、 適用を図るとともに、 当該業務の質及びコス 

ト ( 当該業務に要する 直接的な費用に 加え間接的な 費用を算入 ) に関する官民 

間の透明・中立・ 公正な比較を 実施することを 目的とする。 

市場化テスト ( 官民競争入札制度 ) とは、 官と民との間で 透明・中立・ 公 

正な競争を促すことにより、 国民にとってよりよい 公共サービスを 効率的に 

提供することを 目指すものであ る。 このため、 本来、 官も民も競争入札に 参 

加することが 望ましいが、 本格的導入双のモデル 事業でもあ るため、 官は 入 

札に参加せず、 民の間のみの 競争入札となる。 ただし、 官が自ら実施する 事 

業 と受託民間事業者のそれとの 間で効率性の 比較が可能となり、 その結果競 

争的環境が創出されるよう、 本実施方針に 基づき必要な 措置を講ずるものと 

する。 また、 社会保険庁及び 受託民間事業者が 実施した本事業の 結果について、 

適正な事業評価を 定期的に行 う こととする。 

2  市場化テストの 実施及び競争条件均一化措置等に 関する基本的な 考え方 

(1) 奉事業の目的は 、 ①民間事業者の 創意工夫を最大限活用し、 加入義務のあ る 

未 適用事業所を 確実に捕捉 し 、 加入を勧奨し、 結果として多くの 加入を実現す 

ること及び②当該事業の 質及びコストに 関する官民間の 透明・中立・ 公正な比 

較を実現すること、 にあ る。 

(2) このため、 受託者の創意工夫を 最大限活用する 観点から、 業務の遂行の 在り 

方や実現の手法は、 入札参加者の 提案と裁量に 委ねられるものとする。 また、 

受託者による 業務の成果を 評価し、 対価の支払いを 行う。 
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( ア ) 未 適用事業所の 把握 

厚生年金等への 加入勧奨を行 う べき 未 適用事業所の 把握を行 う 。 

なお、 既に適用済であ るか否かを確認するために 必要な範囲において、 

社会保険オンラインシステムの 使用を可能とする。 
( ィ ) 加入促進 

事業所の現況 ( 事業活動の有無、 従業員数等 ) を確認し、 事業主に対し 
加入勧奨を行い、 加入を促すとともに、 加入の意思を 示す事業主からは 資 
格取得届を受領する。 
なお、 事業主に様々な 届出義務を課している 健康保険制度及び 厚生年金 
保険制度において、 事業を円滑に 運営するためには、 事業主の理解及び 協 
力を得ることは 不可欠であ り、 事業主の自主的な 届出を促すべく、 制度の 

説明等に重点をおいた 加入勧奨を行う。 

また、 受託者が 1 事業所に対して 実施する加入勧奨については、 受託者 

が企画提案する 一連の加入勧奨を 実施した結果、 当該事業所の 加入が確認 

された時点又は 受託者が加入実現が 困難と判断し、 社会保険事務所が 行 う 

職権 による強制適用等に 引き継いだ時点をもって 終了する。 

( ウ ) 事業報告書の 作成 

加入勧奨事蹟 ( 事業所の現況を 含む。 ) 及び経費等事業実績の 評価のた 
めの報告書の 作成を行う。 

く 参考 1 ノ : 従来社会保険庁で 実施してきた 業務プロセス 等 

(2) 契約期間 
平成 1 7 年 5 月から平成 1 8 年 3 月末までとする。 

4  受託者選定に 関する事項 
い ) 受託者選定に 関する基本的な 事項 
上記 3 (1) ①に定める対象地区ごとに 総合評価の方法をもって、 競争入札 
により、 受託者を決定する。 決定に当たっては、 市場化テスト 評価委員会の 意 

見を反映するものとする。 なお、 入札参加者は、 1 以上の対象地区で 入札に参 

加 することができる。 

  企画書の評価基準は、 「総合評価基準」 ( 川添 ェ ) のとおりとする。 

(2) 競争 ( 入札 ) 参加資格 
競争 ( 入札 ) の参加資格は 、 次のとおりとする。 

① 平成 16 、 17 及び 18 年度の厚生労働省競争参加資格 ( 全省庁統一競争参加 
資格 ) 「役務の提供等」を、 東京地区は関東・ 甲信越地域、 福岡地区は九州・ 
沖縄地域において 有する者であ ること。 

② 本 事業を万全の 体制で実施し、 誠実に履行できること。 

③社会保険業務 ( 医療保険 ( 国保、 政管健保及び 組合健保 ) 及び年金保険 ) 
に関して深 い 知識、 経験を有する 担当者を置き、 必要な際に直ちに 支援でき 

る 体制を整備できること。 

④ 入札に参加する 時点で法令に 違反する事実がなく、 かっ、 委託事業を実 

施する時点で 法令に違反しないことが 確実であ ること。 



(3) 受託者選定スケジュール 
落札者選定に 係るスケジュールは 以下のとおりとする。 
4 月 6 日 官報公告 
4 月 1 1 日 東京地区説明会実施、 質問受付・対応 
4 月 1 2 日 福岡地区説明会実施、 質問受付・対応 
4 月 2 1 日 企画書提出締切り・ 入札 

4 月 2 7 日 ( 予定 ) 評価委員会 
4 月 2 H 日 落札 

(4) 審査結果等の 公表 
社会保険庁は、 企画書の審査方法及び 結果についてこれを 公表するものとす 
る。 

5  事業実施に関する 事項 
い ) 対象事業に関する 要求水準 
本 事業において 受託事業者は、 過去の当該社会保険事務所において 実施した 
実績以上に事業を 行 う ことを目標とする。 
東京地区 2 6 9 事業所 福岡地区 2 9 0 事業所 
また、 予算の制約上、 受託者による 業務の成果への 対価が事業期間内に 予算 
の上限に達した 場合、 社会保険庁及び 受託者は事業期間中であ っても、 事業を 
終了することができるものとする。 

く 参考 2 ノ : 東京地区、 福岡地区における 加入勧奨等実績 

(2) 委託費の支給方法等 
① 委託費 
(i) 事業期間中に 受託者が実施する 加入勧奨により 加入した事業所の 被 
保険者数及び (ii) 受託者が厚生年金等への 加入勧奨を行った 事業所数を受 
託者の評価判断基準とし、 (ii) に基づく基本的な 支給額に、 (i) に基づく 
成功報酬額を 追加する。 なお、 受託者による 加入勧奨後平成 18 年 3 月末日 
までに加入に 至ったものまでを 受託者に対する 成功報酬の対象とする。 
ただし、 社会保険事務所が 職権 により適用した 事業所の被保険者数につい 
てほ、 成功報酬の対象としない。 

② 委託費の支給方法 
委託費の支給方法に 係る基本的な 考え方については、 別添 2 のとおりとす 
る。 なお、 落札後速やかに、 委託者と受託者とで 協議の上決定し、 契約書に 

定めることとする。 

く 参考 3 ノ : 当該社会保険事務所における 当該事業に要した 費用等 ( 過去 2 年 

間分 ) 

(3) 受託者に提供する 情報 
受託者に対しては、 社会保険オンラインシステムの 使用により、 厚生年金等 
適用事業所の 情報を提供する。 また、 平成 1 7 年 7 月下旬を目途に 実施する予 
定であ る厚生年金保険と 雇用保険との 適用事業所契合結果情報を 提供する 予 

定 であ る。 
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(4) その他留意事項等 

① 奉事業において 取り扱う情報の 漏洩、 改ざん、 滅失等が発生することを 
防止する観点から、 情報の適正な 保護・管理対策を 実施するとともに、 社 
会 保険 庁 が定期又は不定期の 検査を行 う 場合において、 これに応じること。 

万一、 情報の漏洩、 改ざん・滅失等が 発生した場合に 実施すべき事項及び 
手順を明確にすること。 

② 奉事業の実施に 伴 い ・対象事業主との 間でトラブルが 発生した場合、 そ 

の原因が受託者の 側にあ るときは、 受託者が責任を 持って適切に 当該トラ 

ブルの処理を 行 う こと。 

③ 受託者は、 どのように業務を 分担し、 それに応じ、 どのように運営管理を 

図るのかを明確にし、 委託者の承認を 得た上で、 自らの責任において、 委託 

事業の一部を 他の者に再委託することができるものとする。 

④ 受託者は、 本事業が適正かっ 円滑に実施できるよ う 、 社会保険庁と 連携を 

図ることとする。 

6  モニタリンバ 等 

(1) 受託者は、 毎月初旬に・ 前月の事業状況及び 当月の事業予定を 社会保険庁 
に 報告する。 社会保険庁は 報告を受けた 後、 速やかに当該報告を 規制改革・ 

民間開放推進会議に 提出するとともに、 当該前月の事業状況を 公開する。 な 

お、 報告書の様式等については、 落札後速やかに、 社会保険庁と 受託者との間 

で 協議の上決定する。 

(2) 規制改革・民間開放推進会議は、 モニタリンバ や 本事業の評価等を 行うにあ 

たって、 必要に応じ、 受託者から意見を 聴くことができるものとする。 
























